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「協会員の外務員の資格、登録等に関する規則」等の一部改正について（案） 

 
平成 20 年 12 月 11 日 

日 本 証 券 業 協 会 

 
Ⅰ．改正の趣旨 

平成 19 年９月 30 日に金融商品取引法が施行され、特定店頭デリバティブ取引等が新たに本

協会の自主規制の範囲となったことに伴う特定店頭デリバティブ取引等に係る外務員登録の猶

予期間（証券取引法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 65 号）附則第 50 条第２項及び

第 66 条第２項並びに平成 19 年９月 18 日改正（同年９月 30 日施行）の「協会員の外務員の資

格、登録等に関する規則」付則第２項）が本年９月 29 日に終了することとなっていた。 

このため本協会においては、当該猶予期間の終了後の取扱いについて外務員等資格試験制度

の見直しに関するワーキングにおいて検討を行い、その検討結果である特定店頭デリバティブ

取引等に関する事項の外務員資格試験・外務員資格更新研修への反映等の概要が本年９月 16

日の自主規制会議において、了承されたところである。 

このため、当該概要に基づき、別紙のとおり、「協会員の外務員の資格、登録等に関する規則」、

「協会員の内部管理責任者等に関する規則」及び「広告等の表示及び景品類の提供に関する規

則」の一部を改正することとする。 

 
Ⅱ．改正の骨子 
１．協会員の外務員の資格、登録等に関する規則（以下「外務員規則」という。） 

(1) 協会員が登録を受けている外務員に特定店頭デリバティブ取引等に係る外務員の職務

を行わせることができる要件を、次のとおりとし、所要の整備を行う。 

（第４条の２第 1項） 

① 平成 21 年４月１日以降に実施した一種外務員資格試験等（一種外務員資格試験、特別

会員一種外務員資格試験又は特別会員四種外務員資格試験をいう。以下同じ。）の合格者 

② 平成 21 年３月 31 日以前に実施した試験等により一種外務員、特別会員一種外務員又

は特別会員四種外務員の要件を具備した者であり、かつ、平成 21 年４月１日以降に本協

会が指定する方法による社内研修（第１項社内研修）を受講し、その結果を本協会に報

告した者 

(2) 平成 21 年３月 31 日以前に実施した外務員資格試験等により、外務員資格の要件を具備

した者であり、かつ、この改正前の外務員規則第７条の２の規定に基づき実施した社内研

修（第２項社内研修）を受講・報告した者に、特定店頭デリバティブ取引等に係る外務員

の職務を行わせることができることとし、所要の整備を行う。 

（第４条の２第２項及び旧第 7条の２） 

(3) その他所要の整備を行う。（第２条、第５条及び平成 19 年９月 18 日改正（同年９月 30

日施行）の外務員規則付則第２項～第６項） 
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２．「協会員の内部管理責任者等に関する規則」（以下「内部管理責任者規則」という。） 

外務員規則において、協会員が登録を受けている外務員に特定店頭デリバティブ取引等

に係る外務員の職務を行わせることができる要件を定めることに伴い、内部管理責任者規

則においても、特定店頭デリバティブ取引等に係る営業責任者及び内部管理責任者に任命

するための要件について、所要の整備を行う。 

（第 11 条、第 11 条の２、第 14 条、第 14 条の２及び第 18 条） 

 

３．「広告等の表示及び景品類の提供に関する規則」（以下「広告規則」という。） 

外務員規則において、協会員が登録を受けている外務員に特定店頭デリバティブ取引等

に係る外務員の職務を行わせることができる要件を定めることに伴い、広告規則において

も、特定店頭デリバティブ取引等に係る広告審査担当者に任命するための要件について、

所要の整備を行う。 

（第５条第２項、第３項及び第５項） 

 

Ⅲ．施行時期 
この改正は、平成 21 年４月１日から施行する。 

以   上 

 

パブリック・コメントの募集スケジュール等 

(1) 募集期間及び提出方法 

① 募集期間：平成 20 年 12 月 11 日(木)から平成 21 年１月５日(月)正午まで（必着）

② 提出方法：郵便又は電子メールにより下記までお寄せください。 

郵便の場合：〒103－0025 東京都中央区日本橋茅場町１－５－８ 

日本証券業協会 管理本部総務部 宛 

電子メールの場合：public@wan.jsda.or.jp 

 (2) 意見の記入要領 

件名を「『協会員の外務員の資格、登録等に関する規則』等の一部改正に対する意

見」とし、次の事項を御記入のうえ、御意見をご提出ください。 

   ① 氏名又は名称 

   ② 連絡先（電子メールアドレス、電話番号等） 

   ③ 法人又は所属団体名（法人又は団体に所属されている場合） 

   ④ 意見の該当箇所 

   ⑤ 意見 

   ⑥ 理由 
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○ 本件に関するお問い合わせ先 
Ⅱ．１．について 日本証券業協会 資格管理部 登録グループ ：TEL 03-3667-8460 
Ⅱ．２．について  規律審査部 ：TEL 03-3667-8475 
Ⅱ．３．について  自主規制企画部 ：TEL 03-3667-8470 
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「協会員の外務員の資格、登録等に関する規則」の一部改正について（案） 

平成 20 年 12 月 11 日 
（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 
（定 義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１    （ 現行どおり ） 

（定 義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１    （ 省   略 ） 

２ 一種外務員  外務員のうち、外務員の

職務（第４条の２に該当しない者にあって

は、特定店頭デリバティブ取引等（定款第

３条第７号に掲げる特定店頭デリバティブ

取引等をいう。以下同じ。）に係るものを除

く。）を行うことができる者をいう。 

２ 一種外務員  外務員のうち、外務員の

職務（定款第３条第７号に掲げる特定店頭

デリバティブ取引等を除く。）を行うことが

できる者をいう。 

３ 信用取引外務員  外務員のうち、二種

外務員の外務員の職務及び信用取引等（信

用取引及び発行日取引をいう。以下同じ。）

に係る外務員の職務を行うことができる者

をいう。ただし、第４条の２第２項に該当

する者にあっては、特定店頭デリバティブ

取引等に係る外務員の職務を行うことがで

きる。 

３ 信用取引外務員  外務員のうち、二種

外務員の外務員の職務及び信用取引等（信

用取引及び発行日取引をいう。以下同じ。）

に係る外務員の職務を行うことができる者

をいう。 

４ 二種外務員  外務員のうち、定款第３

条第１号に掲げる有価証券（次に掲げるも

のを除く。）に係る外務員の職務（定款第３

条第４号に掲げる有価証券関連デリバティ

ブ取引等及び選択権付債券売買取引に係る

ものを除き、信用取引等については細則で

定めるものに限る。）並びに金商法第33条第

２項第６号に定める行為に係る外務員の職

務を行うことができる者をいう。ただし、

第４条の２第２項に該当する者にあって

は、特定店頭デリバティブ取引等に係る外

務員の職務を行うことができる。 

４ 二種外務員  外務員のうち、定款第３

条第１号に掲げる有価証券（次に掲げるも

のを除く。）に係る外務員の職務（定款第

３条第４号に掲げる有価証券関連デリバ

ティブ取引等及び選択権付債券売買取引

に係るものを除き、信用取引等については

細則で定めるものに限る。）並びに金商法

第 33 条第２項第６号に定める行為に係る

外務員の職務を行うことができる者をい

う。 

イ  イ   

～    （ 現行どおり ） ～    （ 省   略 ） 

ハ   ハ 

５ 特別会員一種外務員 外務員のうち、登 ５ 特別会員一種外務員 外務員のうち、登
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改  正  案 現     行 
録金融機関業務（定款第５条第３号に規定

する登録金融機関業務をいう。以下同じ。）

に係る外務員の職務（登録金融機関金融商

品仲介行為（金商法第33条第２項第３号ハ

及び同項第４号ロに掲げる行為（同法第２

条第２項の規定により有価証券とみなされ

る同項各号に掲げる権利に係るものを除

く。）をいう。以下同じ。）、金商法第33条の

２第１号に掲げる行為に係るもの及び第４

条の２に該当しない者にあっては、特定店

頭デリバティブ取引等に係るものを除く。）

を行うことができる者をいう。 

録金融機関業務（定款第５条第３号に規定

する登録金融機関業務をいう。以下同じ。）

に係る外務員の職務（特定店頭デリバティ

ブ取引等、登録金融機関金融商品仲介行為

（金商法第33条第２項第３号ハ及び同項第

４号ロに掲げる行為（同法第２条第２項の

規定により有価証券とみなされる同項各号

に掲げる権利に係るものを除く。）をいう。

以下同じ。）及び金商法第33条の２第１号に

掲げる行為に係るものを除く。）を行うこと

ができる者をいう。 

６ 特別会員二種外務員 外務員のうち、金

商法第33条第２項第１号、第２号、第３号

ロ及び第４号イに掲げる業務（有価証券関

連デリバティブ取引等及び選択権付債券売

買取引に係る業務を除く。）並びに金商法第

33条第２項第６号に定める行為に係る外務

員の職務を行うことができる者をいう。た

だし、第４条の２第２項に該当する者にあ

っては、特定店頭デリバティブ取引等に係

る外務員の職務を行うことができる。 

６ 特別会員二種外務員 外務員のうち、金

商法第33条第２項第１号、第２号、第３号

ロ及び第４号イに掲げる業務（有価証券関

連デリバティブ取引等及び選択権付債券売

買取引に係る業務を除く。）並びに金商法第

33条第２項第６号に定める行為に係る外務

員の職務を行うことができる者をいう。 

７ 特別会員四種外務員 外務員のうち、金

商法第33条の８第２項に規定する特定金融

商品取引業務（第４条の２に該当しない者

にあっては、特定店頭デリバティブ取引等

に係るものを除く。）に係る外務員の職務を

行うことができる者をいう。 

 

７ 特別会員四種外務員 外務員のうち、金

商法第 33 条の８第２項に規定する特定金

融商品取引業務（同項第１号に掲げる業務

に限る。）に係る外務員の職務を行うこと

ができる者をいう。 

（特定店頭デリバティブ取引等に係る特例） 

第４条の２ 協会員は、次の各号に掲げる要件

のいずれかを具備し、かつ、第３条に規定す

る登録を受けている外務員でなければ、特定

店頭デリバティブ取引等に係る外務員の職務

を行わせてはならない。 

１ 平成21年４月１日以降に実施した試験規

則による一種外務員資格試験、特別会員一

種外務員資格試験又は特別会員四種外務員

（ 新   設 ） 
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改  正  案 現     行 
資格試験の合格者 

２ 平成21年３月31日以前に実施した試験等

により前条第１号に規定する一種外務員、

同条第４号に規定する特別会員一種外務員

又は同条第６号に規定する特別会員四種外

務員の要件を具備した者であり、かつ、平

成21年４月１日以降に実施した、特定店頭

デリバティブ取引等に係る業務に従事する

ために行う、本協会が指定する方法による

社内研修であり、かつ、本協会が資格に応

じて有効と認めたもの（以下この条におい

て「第１項社内研修」という。）を受講し、

当該第１項社内研修を実施した協会員がそ

の結果を本協会に報告している者 

２ 前項の規定にかかわらず、協会員は、登録

を受けている外務員のうち、次の各号に掲げ

る要件をすべて充足する者に、特定店頭デリ

バティブ取引等に係る外務員の職務を行わ

せることができる。ただし、協会員と他の協

会員との間で、役員又は従業員の異動が恒常

的に行われ、平成21年３月31日以前に実施し

た、平成21年４月１日改正前の「協会員の外

務員の資格、登録等に関する規則」第７条の

２の規定による社内研修（以下この条におい

て「第２項社内研修」という。）の受講結果

が共有される場合であって、かつ、本協会が

適当と認めたときは、第２号において、当該

他の協会員が実施した第２項社内研修を、当

該協会員が実施したものとして報告するこ

とができる。 

１ 平成21年３月31日以前に実施した試験等

により、前条各号に掲げる要件を具備した

者 

２ 第２項社内研修を受講させ、その結果が

本協会に報告されている者 

３ 前号の報告をした協会員に所属している

者 

３ 協会員は、第１項社内研修を実施したとき
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改  正  案 現     行 
は、その結果を本協会が指定する方法により、

遅滞なく、報告しなければならない。 

 

（資格外の外務員の職務の禁止） 

第 ５ 条 協会員は、その役員又は従業員のう

ち、第４条各号に掲げる要件を具備した者で

なければ、第２条第２号から第７号までに規

定する外務員の職務を行わせてはならない。

 

（資格外の外務員の職務の禁止） 

第 ５ 条 協会員は、その役員又は従業員のう

ち、前条各号に掲げる要件を具備した者でな

ければ、第２条第２号から第７号までに規定

する外務員の職務を行わせてはならない。 

 

（ 削   る ） （特定店頭デリバティブ取引等に係る特例） 

第７条の２ 協会員は、その役員又は従業員に、

特定店頭デリバティブ取引等に係る外務員の

職務を行わせようとする場合には、前条に規

定する登録申請書の提出までに、当該登録を

受けようとする役員又は従業員に、会員にあ

っては第４条第１号から第３号まで、特別会

員及び店頭デリバティブ取引会員にあっては

同条各号に掲げる要件のいずれかを具備させ

るとともに、本協会が指定する方法により社

内研修を受講させその結果を本協会に報告し

なければならない。 

 

付 則（平 19. 9.18） 

 

 この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行

する。 

 

付 則（平 19. 9.18） 

 

１ この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行

する。 

 

（ 削   る ） ２ 協会員は、この改正の施行の日から起算し

て１年を経過する日までに、第４条各号に規

定する要件のいずれかを具備し、第３条に規

定する外務員登録を受けている役員又は従業

員に、当分の間、特定店頭デリバティブ取引

等に係る外務員の職務を行わせることができ

る。ただし、その場合にあっては、この改正

の施行の日から起算して１年を経過する日ま

での間（以下、この付則において「猶予期間」

という。）（その者に当該特定店頭デリバティ

ブ取引等に係る職務を行わせる日（猶予期間
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改  正  案 現     行 
に限る。）から３か月を経過する日が猶予期間

後となる場合は、当該３か月を経過する日ま

での間。）に第７条の２の規定による社内研修

を受講させその結果を本協会に報告しなけれ

ばならない。 

（ 削   る ） ３ 証券取引法等の一部を改正する法律（平成

18年法律第65号。以下、この付則において「改

正法」という。）附則第18条に規定するみなし

登録第一種業者又は同法附則第54条に規定す

るみなし登録金融機関（以下、この付則にお

いて「みなし登録業者」という。）である協会

員は、猶予期間に、第３条第２項の規定にか

かわらず、新金融商品取引法（改正法附則第

14条に規定する新金融商品取引法をいう。以

下同じ。）第64条第１項の規定により登録を受

けた外務員以外の者に特定店頭デリバティブ

取引等に係る外務員の職務を行わせることが

できる。その者につき猶予期間内に第７条の

登録の申請をした場合において、当該申請に

ついて登録をする旨の通知を受ける日又は当

該申請について当該期間の経過後登録をしな

い旨の通知を受けるまでの間も、同様とする。

（ 削   る ） ４ 前項の協会員は、猶予期間に、前項の規定

により外務員の職務を行わせる役員又は従業

員に、会員にあっては第４条第１号から第３

号まで、特別会員及び店頭デリバティブ取引

会員にあっては同条各号に掲げる要件のいず

れかを具備させるとともに、第７条の２の規

定による社内研修を受講させその結果を本協

会に報告しなければならない。 

（ 削   る ） ５ この改正の施行の日以後に新金融商品取引

法第29条の金融商品取引業に係る登録又は同

法第33条の２の登録金融機関業務に係る登録

を受けた者が本協会に加入する場合であっ

て、猶予期間に、その役員又は従業員に特定

店頭デリバティブ取引等に係る外務員の職務

を行わせようとするときは、第７条の２の規

定にかかわらず、第７条の登録の申請を行う
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改  正  案 現     行 
ことができる。 

（ 削   る ） ６ 前項の協会員は、猶予期間に、前項の規定

により外務員の職務を行わせる役員又は従業

員に、会員にあっては第４条第１号から第３

号まで、特別会員及び店頭デリバティブ取引

会員にあっては同条各号に掲げる要件のいず

れかを具備させるとともに、第７条の２の規

定による社内研修を受講させその結果を本協

会に報告しなければならない。 

 

付 則 

 

 この改正は、平成 21 年４月１日から施行す

る。 
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「協会員の内部管理責任者等に関する規則」の一部改正について（案） 

平成２０年１２月１１日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 
改  正  案 現     行 

協会員の内部管理責任者等に関する規則 協会員の内部管理責任者等に関する規則 

（営業責任者の資格要件） 

第 11 条 会員は、平成 18 年４月１日改正前の

「証券外務員等資格試験規則」による会員営

業責任者資格試験（以下、「会員営業責任者資

格試験」という。以下同じ。）又は試験規則に

よる会員内部管理責任者資格試験の合格者で

なければ、営業責任者に任命してはならない。

 

 

 

 

２ 店頭デリバティブ取引会員は、会員営業責

任者資格試験若しくは試験規則による会員内

部管理責任者資格試験又は平成18年４月１日

改正前の「証券外務員等資格試験規則」によ

る特別会員営業責任者資格試験（以下、「特別

会員営業責任者資格試験」という。以下同じ。）

若しくは試験規則による特別会員内部管理責

任者資格試験の合格者でなければ、営業責任

者に任命してはならない。 
３ 特別会員は、会員営業責任者資格試験若し

くは試験規則による会員内部管理責任者資格

試験又は特別会員営業責任者資格試験若しく

は試験規則による特別会員内部管理責任者資

格試験の合格者でなければ、営業責任者に任

命してはならない。ただし、登録金融機関金

融商品仲介行為を行う営業単位の営業責任者

については、会員営業責任者資格試験又は会

員内部管理責任者資格試験の合格者でなけれ

ばならない。 

 

 

 

（営業責任者の資格要件） 

第 11 条 会員は、平成 18 年４月１日改正前の

「証券外務員等資格試験規則」による会員営

業責任者資格試験（以下、「会員営業責任者資

格試験」という。以下同じ。）又は試験規則に

よる会員内部管理責任者資格試験の合格者で

なければ、営業責任者に任命してはならない。

ただし、特定店頭デリバティブ取引等に係る

営業責任者については、その知識等からみて

本協会が適当であると認めた者でなければ、

任命してはならない。 
２ 店頭デリバティブ取引会員は、その知識等

からみて本協会が適当であると認めた者でな

ければ、営業責任者に任命してはならない。

 
 
 

 

 

 

３ 特別会員は、会員営業責任者資格試験若し

くは試験規則による会員内部管理責任者資格

試験又は特別会員営業責任者資格試験若しく

は試験規則による特別会員内部管理責任者資

格試験の合格者でなければ、営業責任者に任

命してはならない。ただし、登録金融機関金

融商品仲介行為を行う営業単位の営業責任者

については、会員営業責任者資格試験又は会

員内部管理責任者資格試験の合格者でなけれ

ばならない。また、特定店頭デリバティブ取

引等に係る営業責任者については、その知識

等からみて本協会が適当であると認めた者で

なければ、任命してはならない。 
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改  正  案 現     行 

４     （ 現行どおり ） 
 

４     （ 省   略 ） 
 

（特定店頭デリバティブ取引等に係る特例） 

第 11 条の２ 協会員は、前条に規定する要件

に加え、次の各号に掲げる要件のいずれかを

具備している者でなければ、特定店頭デリバ

ティブ取引等に係る営業責任者に任命しては

ならない。 
１ 平成21年４月１日以降に実施した試験規

則による一種外務員資格試験、特別会員一

種外務員資格試験又は特別会員四種外務員

資格試験の合格者 

２ 平成 21 年４月１日以降に実施した「協会

員の外務員の資格、登録等に関する規則」

（以下、「外務員規則」という。）第４条の

２第１項に定める第１項社内研修を受講

し、当該第１項社内研修を実施した協会員

がその結果を本協会に報告している者 

３ 平成 21 年３月 31 日以前に実施した外務

員規則第４条の２第２項に定める第２項社

内研修を受講し、当該第２項社内研修を実

施した協会員がその結果を本協会に報告し

ている者で、かつ、報告をした協会員に所

属している者 
 

（ 新   設 ） 

（内部管理責任者の資格要件） 

第 14 条 会員は、試験規則による会員内部管

理責任者資格試験の合格者でなければ、内部

管理責任者に任命してはならない。 
 

 

 

 

２ 店頭デリバティブ取引会員は、試験規則に

よる会員内部管理責任者資格試験又は特別会

員内部管理責任者資格試験の合格者でなけれ

ば、内部管理責任者に任命してはならない。

３ 特別会員は、試験規則による特別会員内部

（内部管理責任者の資格要件） 

第 14 条 会員は、試験規則による会員内部管

理責任者資格試験の合格者でなければ、内部

管理責任者に任命してはならない。ただし、

特定店頭デリバティブ取引等に係る内部管理

を担当する内部管理責任者については、その

知識等からみて本協会が適当であると認めた

者でなければ、任命してはならない。 
２ 店頭デリバティブ取引会員は、その知識等

からみて本協会が適当であると認めた者でな

ければ、内部管理責任者に任命してはならな

い。 
３ 特別会員は、試験規則による特別会員内部
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改  正  案 現     行 

管理責任者資格試験又は会員内部管理責任者

資格試験の合格者でなければ、内部管理責任

者に任命してはならない。ただし、登録金融

機関金融商品仲介行為を行う営業単位の内部

管理責任者については、会員内部管理責任者

資格試験の合格者でなければならない。 
 

 

 

 

 

管理責任者資格試験又は会員内部管理責任者

資格試験の合格者でなければ、内部管理責任

者に任命してはならない。ただし、登録金融

機関金融商品仲介行為を行う営業単位の内部

管理責任者については、会員内部管理責任者

資格試験の合格者でなければならない。また、

特定店頭デリバティブ取引等に係る内部管理

を担当する内部管理責任者については、その

知識等からみて本協会が適当であると認めた

者でなければ、任命してはならない。 
 

（特定店頭デリバティブ取引等に係る特例） 

第 14 条の２ 協会員は、前条に規定する要件

に加え、次の各号に掲げる要件のいずれかを

具備している者でなければ、特定店頭デリバ

ティブ取引等に係る内部管理責任者に任命し

てはならない。 
１ 平成21年４月１日以降に実施した試験規

則による一種外務員資格試験、特別会員一

種外務員資格試験又は特別会員四種外務員

資格試験の合格者 

２ 平成21年４月１日以降に実施した外務員

規則第４条の２第１項に定める第１項社内

研修を受講し、当該第１項社内研修を実施

した協会員がその結果を本協会に報告して

いる者 

３ 平成 21 年３月 31 日以前に実施した外務

員規則第４条の２第２項に定める第２項社

内研修を受講し、当該第２項社内研修を実

施した協会員がその結果を本協会に報告し

ている者で、かつ、報告をした協会員に所

属している者 
 

（ 新   設 ） 

（協会員の内部管理統括補助責任者、営業責任

者及び内部管理責任者等の配置に関する特例）

第 18 条（現行どおり） 

２ 本協会に新たに加入する協会員にあって

は、本協会加入の日から６か月間に限り、第

（協会員の内部管理統括補助責任者、営業責任

者及び内部管理責任者等の配置に関する特例）

第 18 条（省 略） 

２ 本協会に新たに加入する協会員にあって

は、本協会加入の日から６か月間に限り、第
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改  正  案 現     行 

11 条、第 11 条の２、第 14 条又は第 14 条の２

の規定にかかわらず、次の各号に定める者を

営業責任者又は内部管理責任者として配置す

ることができる。 

１ 

～      （ 現行どおり ） 

３ 

３      （ 現行どおり ） 

４ 協会員は、海外現地法人又は海外親法人等

に出向していた従業員等の出向の任命を解除

した場合等、海外から国内に着任した者を営

業責任者又は内部管理責任者に任命する場合

は、第 11 条、第 11 条の２、第 14 条又は第 14

条の２の規定にかかわらず、当該者を海外か

ら国内に着任させた日から６か月間、営業責

任者又は内部管理責任者として配置すること

ができる。 

 

11 条又は第 14 条の規定にかかわらず、次の各

号に定める者を営業責任者又は内部管理責任

者として配置することができる。 

１ 

～     （ 省   略 ） 

３ 

 

３     （ 省   略 ） 

４ 協会員は、海外現地法人又は海外親法人等

に出向していた従業員等の出向の任命を解除

した場合等、海外から国内に着任した者を営

業責任者又は内部管理責任者に任命する場合

は、第 11 条又は第 14 条の規定にかかわらず、

当該者を海外から国内に着任させた日から６

か月間、営業責任者又は内部管理責任者とし

て配置することができる。 

 

付   則 

この改正は、平成21年４月１日から施行する。
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「広告等の表示及び景品類の提供に関する規則」の一部改正について（案） 

平成 20 年 12 月 11 日 

（下線部分変更） 
改  正  案 現     行 

広告等の表示及び景品類の提供に関する規則 

 
広告等の表示及び景品類の提供に関する規則 

 
（協会員の内部審査等） 

第 ５ 条 （ 省  略 ） 
２ 会員は、次の各号のいずれかに該当する者

でなければ、広告審査担当者に任命してはな

らない。ただし、特定店頭デリバティブ取引

等に係る広告等の表示及び景品類の提供の審

査を行う広告審査担当者については、「協会員

の外務員の資格、登録等に関する規則」（以下、

「外務員規則」という。）第４条の２第１項第

１号に該当する者、同項第２号に規定する第

１項社内研修を受講しその結果を本協会に報

告している者又は同条第２項第２号及び第３

号を充足する者で、かつ、次の第１号から第

３号のいずれかに該当する者に限る。 
１ 内部管理統括責任者 
２ 「証券外務員等資格試験規則」（平成 18

年４月１日施行前のものをいう。以下同

じ。）による会員営業責任者資格試験の合格

者 
３ 「外務員等資格試験に関する規則」（以下

「試験規則」という。）による会員内部管理

責任者資格試験の合格者 
４ その知識等からみて本協会が広告等の表

示及び景品類の提供の審査を行わせること

が適当であると認めた者 
３ 特別会員は、次の各号のいずれかに該当す

る者でなければ、広告審査担当者に任命して

はならない。ただし、特定店頭デリバティブ

取引等に係る広告等の表示及び景品類の提供

の審査を行う広告審査担当者については、外

務員規則第４条の２第１項第１号に該当する

者、同項第２号に規定する第１項社内研修を

受講しその結果を本協会に報告している者又

（協会員の内部審査等） 

第 ５ 条 （ 現行どおり ） 
２ 会員は、次の各号のいずれかに該当する者

でなければ、広告審査担当者に任命してはな

らない。ただし、特定店頭デリバティブ取引

等に係る広告等の表示及び景品類の提供の審

査を行う広告審査担当者については、第４号

に掲げる者に限る。 
 
 
 
 
 
 
１ 内部管理統括責任者 
２ 「証券外務員等資格試験規則」（平成 18

年４月１日施行前のものをいう。以下同

じ。）による会員営業責任者資格試験の合格

者 
３ 「外務員等資格試験に関する規則」（以下

「試験規則」という。）による会員内部管理

責任者資格試験の合格者 
４ その知識等からみて本協会が広告等の表

示及び景品類の提供の審査を行わせること

が適当であると認めた者 
３ 特別会員は、次の各号のいずれかに該当す

る者でなければ、広告審査担当者に任命して

はならない。ただし、特定店頭デリバティブ

取引等に係る広告等の表示及び景品類の提供

の審査を行う広告審査担当者については、第

６号に掲げる者に限る。 
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改  正  案 現     行 

は同条第２項第２号及び第３号を充足する者

で、かつ、次の第１号から第５号のいずれか

に該当する者に限る。 
１ 内部管理統括責任者 
２ 「証券外務員等資格試験規則」による特

別会員営業責任者資格試験の合格者 
３ 試験規則による特別会員内部管理責任者

資格試験の合格者 
４ 「証券外務員等資格試験規則」による会

員営業責任者資格試験の合格者 
５ 試験規則による会員内部管理責任者資格

試験の合格者 
６ その知識等からみて本協会が広告等の表

示及び景品類の提供の審査を行わせること

が適当であると認めた者 
４ 特別会員は、前項の規定にかかわらず、登

録金融機関金融商品仲介行為に係る広告等の

表示又は景品類の提供の審査を行う広告審査

担当者については、第２項各号のいずれかに

該当する者でなければ、当該広告審査担当者

に任命してはならない。 
５ 店頭デリバティブ取引会員は、外務員規則

第４条の２第１項第１号に該当する者、同項

第２号に規定する第１項社内研修を受講しそ

の結果を本協会に報告している者又は同条第

２項第２号及び第３号を充足する者で、かつ、

次の各号のいずれかに該当する者でなけれ

ば、広告審査担当者に任命してはならない。

１ 内部管理統括責任者 
２ 「証券外務員等資格試験規則」による会

員営業責任者資格試験の合格者 
３ 試験規則による会員内部管理責任者資格

試験の合格者 
４ 「証券外務員等資格試験規則」による特

別会員営業責任者資格試験の合格者 
５ 試験規則による特別会員内部管理責任者

資格試験の合格者 

 
 
 
１ 内部管理統括責任者 
２ 「証券外務員等資格試験規則」による特

別会員営業責任者資格試験の合格者 
３ 試験規則による特別会員内部管理責任者

資格試験の合格者 
４ 「証券外務員等資格試験規則」による会

員営業責任者資格試験の合格者 
５ 試験規則による会員内部管理責任者資格

試験の合格者 
６ その知識等からみて本協会が広告等の表

示及び景品類の提供の審査を行わせること

が適当であると認めた者 
４ 特別会員は、前項の規定にかかわらず、登

録金融機関金融商品仲介行為に係る広告等の

表示又は景品類の提供の審査を行う広告審査

担当者については、第２項各号のいずれかに

該当する者でなければ、当該広告審査担当者

に任命してはならない。 
５ 店頭デリバティブ取引会員は、その知識等

からみて本協会が広告等の表示及び景品類の

提供の審査を行わせることが適当であると認

めた者でなければ、広告審査担当者に任命し

てはならない。 
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改  正  案 現     行 

付   則 

 この改正は、平成 21 年４月１日から施行す

る。 

 

 


